
（３）所得階層別内訳 （単位　千円）
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軽減税率
適用法人

- 2 1,693 - - - - - - - - - - - - 2 1,693

そ の 他 - - - - - - - - - - - - - - - - -

9 2 109 - - - - - - - - - - - - 11 109

9 4 1,802 - - - - - - - - - - - - 13 1,802

軽減税率
適用法人

4,068 762 1,035,860 234 1,367,258 95 852,146 612 15,676,392 215 14,996,085 270 76,967,179 26 51,129,053 6,282 162,023,973

そ の 他 813 76 141,982 53 318,819 14 126,167 250 7,036,887 132 9,545,803 397 137,705,847 116 370,968,473 1,851 525,843,978

121,701 21,723 23,370,944 3,955 22,556,745 1,105 9,776,383 4,558 96,770,448 755 52,498,423 596 139,792,156 41 71,538,730 154,434 416,303,829

126,582 22,561 24,548,786 4,242 24,242,822 1,214 10,754,696 5,420 119,483,727 1,102 77,040,311 1,263 354,465,182 183 493,636,256 162,567 1,104,171,780

126,591 22,565 24,550,588 4,242 24,242,822 1,214 10,754,696 5,420 119,483,727 1,102 77,040,311 1,263 354,465,182 183 493,636,256 162,580 1,104,173,582

備考１　本表は、平成23年度において確定した普通法人（２以上の都道府県に事務所等を有する法人（他県本店分に限る。）を除く。）に係る法人の事業税額（中間申告に係る税額を除く。）に対応する所得金額（収入金額課税分を除く。）のうち、
　　　　現事業年度分について作成した。

　　　２　分割法人とは、２以上の都道府県に事務所等を有する法人をいう。

県 内 法 人

計

合 計

区 分

事
業
年
度
が
年
１
回
の
普
通
法
人

分
割
法
人

年所得400万円
以下のもの

年所得400万円を超え
800万円以下のもの
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県 内 法 人

計

年所得10億円
を超えるもの

合　　　　　計
年所得800万円を超え
1,000万円以下のもの

年所得1,000万円を超え
5,000万円以下のもの

年所得5,000万円を超え
1億円以下のもの

年所得1億円を超え
10億円以下のもの


